研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラムA-STEP

産学共同推進ステージ　ハイリスク挑戦タイプ（復興促進型）　課題申請書
（様式1）※申請書中の例示・注釈文（ピンク文字）は申請時には削除してください。
（基本情報）
1.基本情報

	課題名
	課題名

	課題概要
	※申請される課題の内容全体が分かるように、様式５の内容を踏まえて300字以内で記述してください。

※図、表の使用は不可です。

※e-Radにも「研究目的」「研究概要」の入力欄がありますが、そのいずれにもここでの300字以内の“課題概要”をそのまま転記してください。



	研究開発費

(JST支出分総額)
	　        千円 注1
	研究開発期間
	平成　　年　　月～

平成　　年　　月

（　　年　ヶ月）注2

	技術分野

注３
	主
	コード表の番号

	
	副
	コード表の番号（複数可）
	コード表の番号（複数可）
	コード表の番号（複数可）
	コード表の番号（複数可）

	
	研究キーワード
	キーワード表の番号とキーワード（複数可）


注１ 様式５の６により合計額を算出の上、誤りがないよう記載してください。３００万円を超える場合は、（別紙）理由書の記載が必要です。
注２ 最長で平成２６年９月から平成２７年３月までとなります。

注３ 「研究開発データベース・重点研究分野コード表」より選択してください。

2.申請者情報

	マッチングプランナー
	事務所
	

	
	ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌﾟﾗﾝﾅｰ 氏名
	
	ﾏｯﾁﾝｸﾞﾌﾟﾗﾝﾅｰ
フリガナ
	

	企業(企業責任者)注４
	企業名
	

	
	企業責任者

氏名
	
	企業責任者

フリガナ
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	郵便番号
	000-0000
	住所
	

	
	TEL
	000-000-0000
	FAX
	000-000-0000
	e-mail
	xxxxxxxxxx@xxx.xx.xx

	
	e-Rad情報
	研究者番号：
	8桁の数字
	所属研究機関コード：
	10桁の数字

	大学等(研究責任者) 注４
	研究機関名
	

	
	研究責任者

氏名
	
	研究責任者

フリガナ
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	郵便番号
	000-0000
	住所
	

	
	TEL
	000-000-0000
	FAX
	000-000-0000
	e-mail
	xxxxxxxxxx@xxx.xx.xx

	
	e-Rad情報
	研究者番号：
	8桁の数字
	所属研究機関コード：
	10桁の数字

	担当コーディネータ注５
	所属機関名
	

	
	コーディネータ氏名
	
	コーディネータ

フリガナ
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	郵便番号
	000-0000
	住所
	

	
	TEL
	000-000-0000
	FAX
	000-000-0000
	e-mail
	xxxxxxxxxx@xxx.xx.xx

	

	大学等

(知的財産部門

･産学連携部門)注６
	所属機関名
	

	
	代表者氏名
	
	代表者フリガナ
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	郵便番号
	000-0000
	住所
	

	
	TEL
	000-000-0000
	FAX
	000-000-0000
	e-mail
	xxxxxxxxxx@xxx.xx.xx


注４ 企業、大学等がそれぞれ複数参画することは可能ですが、申請者となるのは企業の代表機関、大学等の代表機関それぞれ1機関ずつです。

注５ マッチングプランナーの他に本課題を担当するコーディネータがいる場合に記載してください。

注６ 該当部門がない場合でも、所属学部・研究科の部局長とした上で必ず記載してください。なお、申請に当たっては、参画するすべての研究機関で本申請に関する事前の了解が得られていることが必要です。了解が得られていない場合、採択が取り消されることがあります。
3.研究参加機関

企業責任者、研究責任者所属の機関以外にも企業、大学等が参加する場合に記入してください。参加数に応じて表を追加してください。

	企業注４
	企業名
	

	
	研究者

氏名
	
	研究者

フリガナ
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	郵便番号
	000-0000
	住所
	

	
	TEL
	000-000-0000
	FAX
	000-000-0000
	e-mail
	xxxxxxxxxx@xxx.xx.xx

	
	e-Rad情報
	研究者番号：
	8桁の数字
	所属研究機関コード：
	10桁の数字


	大学等注４
	研究機関名
	

	
	研究者

氏名
	
	研究者

フリガナ
	

	
	所属部署
	
	役職
	

	
	郵便番号
	000-0000
	住所
	

	
	TEL
	000-000-0000
	FAX
	000-000-0000
	e-mail
	xxxxxxxxxx@xxx.xx.xx

	
	e-Rad情報
	研究者番号：
	8桁の数字
	所属研究機関コード：
	10桁の数字


（様式２）

（マッチングプランナーの見解）
・申請に至った背景（震災による企業の被災状況および復旧・復興の状況）、研究開発の必要性、本研究開発の実施による企業化への可能性、被災地域への波及効果（経済的価値・社会的価値）について、マッチングプランナーが記載してください。

（様式３）

（製品等および技術的課題）
１．最終的に目指す製品（またはサービス・生産プロセス等）

・本提案にて実用化を目指す製品･サービス・生産プロセス等について、具体的なイメージが分かるように、必要に応じて図表･写真等を添付して詳細に記載してください。

２．目標の製品（またはサービス・生産プロセス等）に対する技術的課題　

・実用化にあたりどのような技術的課題を抱えているか、その概要と、課題解決の必要性・緊急性等について記載してください。

３．波及効果（経済的価値・社会的価値）　

・目指す製品･サービス・生産プロセス等によりもたらされる経済的価値、社会的価値など想定される波及効果を具体的に記載してください。また、東日本大震災からの復興への貢献可能性についても記載してください。

４．事業化のリスク　

・事業化に向けて想定されるリスクとその対応について記載してください。

例）競合あるいは類似の製品･サービスの存在

時間的制約（タイミングを失するとビジネスチャンスが失われる）

市場への参入障壁（法、規制、慣習等）

副次的効果（製品・サービス・生産プロセスの導入により、健康や安全、環境への問題を引き起こす可能性等）

（様式４）

（技術的課題の解決に資するシーズ）
シーズとは、研究責任者によって生み出された研究成果で、かつ本提案の技術的課題を解決する上で中核となる技術を指します。

１．シーズの内容・必要性

・本提案シーズに関してその内容と特徴を、必要に応じて図表を用いて記載してください。

２．シーズの研究成果および今後必要な開発

・技術的課題の解決に向けて、既に検討や研究開発を開始している場合は、どのような条件でどのような結果が得られているのかなど、図表等の実験データとともに定量的･具体的に記載してください。

・また、技術的課題を解決するために今後どのような研究開発が必要になるかを記載してください。特に技術水準のレベルアップが必要となる場合は、その達成見込みについて説明してください。

３．他の類似技術の研究開発動向

・技術的課題の解決可能性のある他の技術があれば、本提案シーズと優位性について比較してください。

（様式５）

（研究開発計画）
１．研究開発期間中の研究開発計画

１－１．全体の開発目標

本提案の最終目標である製品･サービス・生産プロセス等に対し、本研究開発期間中で達成すべき目標を記載してください。
２．開発項目と実施計画

（１）実施項目１「○○○○○○○○」

　　　①開発目標

最終目標と本実施項目の関連性（新規設定の場合のみ）、目標の内容について数値等を用いて具体的に記載してください。

　　　②実施計画

計画の内容・方法を具体的に記載してください。

目標達成に向けて想定される問題点と解決策についても記載してください。

　　　③担当機関

○○株式会社

（２）実施項目２「○○○○○○○○」

　　　①開発目標

　　　②実施計画

　　　③担当機関

（３）実施項目３「○○○○○○○○」

　　　①開発目標

　　　②実施計画

　　　③担当機関

（４）実施項目４「○○○○○○○○」

　　　①開発目標

　　　②実施計画

　　　③担当機関

３．スケジュール（研究開発期間中）

	研究開発項目

（「１－２．開発項目と実施計画」における実施項目を簡潔に記載してください）
	目標

（「１－２．開発項目と実施計画

①開発目標」における定量的な目標を簡潔に記載してください）
	研究開発期間

	
	
	H26年度

	
	
	9月
	10-12月
	1-3月

	
	現状：＊＊＊＊＊＊＊＊

目標：現状比○○以上
	
	
	
	
	
	
	

	（１）（項目名）
	（項目１の目標値）
	
	
	
	
	
	
	

	（２）（項目名）
	（項目２の目標値）
	
	
	
	
	
	
	

	（３）（項目名）
	（項目３の目標値）
	
	
	
	
	
	
	

	（４）（項目名）
	（項目４の目標値）
	
	
	
	
	
	
	


４．研究開発期間終了後の研究開発計画

本研究開発期間終了後、本提案の最終目標である製品･サービス・生産プロセス等の達成までの、研究開発・事業化計画を記載してください。

５．実施体制

（１）分担

機関毎の主な役割分担を記載してください。必要に応じて体制図等を図示してください。

（２）参加予定者一覧

	氏　名
	所属・役職
	担当する開発項目
	ｴﾌｫｰﾄ※

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


エフォートは、総合科学技術会議におけるエフォートの定義「研究者の年間の全仕事時間を100％とした場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率（％）」に従い記入してください。なお、「全仕事時間」とは研究活動の時間のみを指すのではなく、教育・医療活動等を含めた実質的な全仕事時間を指します。

６．研究開発費

６－１．委託研究開発費（ＪＳＴ支出分）

（１）全体

（千円）

	年度

機関名
	平成26年度

	
	直接経費
	0,000

	
	間接経費
	0,000

	
	再委託費
	0,000

	
	合計
	0,000

	
	直接経費
	0,000

	
	間接経費
	0,000

	
	再委託費
	0,000

	
	合計
	0,000

	
	直接経費
	0,000

	
	間接経費
	0,000

	
	再委託費
	0,000

	
	合計
	0,000

	
	直接経費
	0,000

	
	間接経費
	0,000

	
	再委託費
	0,000

	
	合計
	0,000

	合計
	0,000


（２）機関別

※機関毎に記載してください。大学等、企業がそれぞれ複数ある場合は、枠をコピーしてください。※各項目すべて千円未満の端数が発生した場合は、切り捨てて千円単位で記入してください。

（注１）大学等で雇用するポスドク、研究補助員、企業に所属する研究開発者の従事率に応じた人件費等。

（注２）大学等、企業とも、原則として直接経費の30％を上限として間接経費を措置します。間接経費率は、小数点以下を切り上げて整数で記入してください。

（千円）
	～株式会社

	年度

費目
	平成26年度

	直接経費
	物品費(設備備品費)
	0,000

	
	物品費(消耗品費)
	0,000

	
	旅費
	0,000

	
	人件費･謝金（注１）
	0,000

	
	その他(外注費)
	0,000

	
	その他(その他経費)
	0,000

	
	小計
	0,000

	間接経費　(間接経費率)
（注２）　　　　　小計
	(00%)

	
	0,000

	再委託費
	0,000

	合計
	0,000


（主な内訳）一品目（人件費・謝金は年俸）あたり50万円以上の支出予定について記載してください。
物品費(設備備品費)

物品費(消耗品費)

旅費

人件費･謝金

その他(外注費)

その他(その他経費)

（千円）
	～大学

	年度

費目
	平成26年度

	直接経費
	物品費(設備備品費)
	0,000

	
	物品費(消耗品費)
	0,000

	
	旅費
	0,000

	
	人件費･謝金（注１）
	0,000

	
	その他(外注費)
	0,000

	
	その他(その他経費)
	0,000

	
	小計
	0,000

	間接経費　(間接経費率)
（注２）　　　　　小計
	(00%)

	
	0,000

	再委託費
	0,000

	合計
	0,000


（主な内訳）一品目（人件費・謝金は年俸）あたり50万円以上の支出予定について記載してください。
物品費(設備備品費)

物品費(消耗品費)

旅費

人件費･謝金

その他(外注費)

その他(その他経費)

６－２．研究開発費（企業負担分）　
企業が本研究開発で自ら負担する予定の費用（マッチングファンド企業負担分）について、企業毎に各年度の研究開発費企業支出額（直接経費、間接経費、再委託費の合計）を記載してください。
（千円）
	年度

機関
	平成26年度
	主な内訳

	○○会社
	0,000
	

	△△会社
	0,000
	

	・・・
	0,000
	

	合計
	0,000
	


（主な内訳）一品目（人件費・謝金は年俸）あたり50万円以上の支出予定について企業毎に記載してください。
物品費(設備備品費)

物品費(消耗品費)

旅費

人件費･謝金

その他(外注費)

その他(その他経費)

（様式６）

（本申請に関係する特許･論文リスト）
※今回の課題の申請に関して、「出願特許」「参考文献」がある場合には、最大3点まで記載してください。記載された「出願特許」「参考文献」は原則として添付が必要です。申請者の判断により添付をしない場合のみ、「添付」欄を「無」としてください。この場合、技術内容詳細が不明であることを理由に審査上不利益を被る可能性があることをご了解ください。

※以降、本申請書内で出願特許、参考文献、比較文献を引用する場合は、本様式の項番（出願特許１、参考文献1など）により引用してください。

※１出願特許：シーズ候補に関係する「研究責任者が発明者となっている特許」を指します。

※２参考文献：シーズ候補に関係する「研究責任者が著者となっている論文等」を指します。

	出願特許※1

	項番
	発明の名称
	出願番号

・特許番号
	発明者
	出願人
	権利化の状況
	実施･実施許諾

の状況
	添付

	1
	
	
	
	
	審査請求済み
	なし
	有

	2
	
	
	
	
	不服審判請求済み
	自己実施
	有 

	3
	
	
	
	
	
	実施許諾
	有 

	参考文献※2

	項番
	タイトル
	掲載先
	著者
	概要
	添付

	1
	
	
	
	
	有

	2
	
	
	
	
	有

	3
	
	
	
	
	有


（様式７）               （申請企業に関する情報）
JSTから資金を受ける全ての企業について、1企業につき1枚で（必要数様式をコピーして）作成してください。

１．申請企業の概要

	2012年00月00日 現在

	企業名
	株式会社　○○○○
	上場
	有(　年　月)･無

	ホームページ
	http://

	本社所在地
	○○県○○市○○町○丁目○番○号

	工場
	本社工場（○○市）、□□工場（□□市）

	研究所
	本社研究所（○○市）

	代表者名
	代表取締役　○○○○

	役員数
	00
	名
	(
	00
	名[技術系役員]
	)
	資本金
	000,000
	百万円[単独]

	社員数
	00,000
	名[単独]
	(
	00,000
	名[研究開発要員]
	)
	
	
	

	
	00,000
	名[連結]
	
	
	000,000
	百万円[連結]

	主要株主
	○○○○（　　％）、□□□□（　　％）、△△△△（　　％）

	主要取引銀行
	○○銀行△△支店、□□銀行▽▽支店

	主要関係会社
	株式会社　○○○○（販売会社）

	JST等との関係
	ＪＳＴあるいは官公庁、公益法人等から受託研究、補助金等の実績があれば,

主なものについて記入してください。

	事業内容
	○○○○、□□□□の製造及び販売、△△△△の受託研究開発

	研究開発能力
	業種
	業種表から選択（主な１つ）
	研究開発分野
	研究開発分野表から選択（主な１つ）

	
	記入例）　□□研究所、▽▽㈱とも協力関係を築いており、本年度も☆☆☆☆の研究開発を実施している。（…等、研究開発の実施能力を示す事柄を記述してください。）

	研究開発実績
	記入例）　平成☆年、独自に○○○○を開発し製造販売している。また、◎◎◎◎について□□大学△△教授の協力を得て研究・開発を実施、企業化の目処が立ち、来年には販売開始予定である。（…等、主な実績を記述してください。箇条書きで結構です。）

	経営状況と

見通し
	記入例）

①当社は○○○のメーカーであり、当該分野では◎◎◎等は他の追随を許さぬ製品となっている。（…等、貴社の得意面を記述してください。以下同様。）
　②業績面については、主要需要先である△△△が、▽▽▽の東南アジア向けの市場拡大に支えられ高水準で推移したため、平成☆年☆月期売上高で対前期比○○％増の□□百万円を計上した。また、損益面については新製品の販売を開始、原価低減活動により経常利益で対前年比○○％増の□□百万円を計上した。
　③新製品（○○）の販売拡大等により増収、増益となる見通しである。


注）業種、研究開発分野は、公募要領の「企業の業種表および研究開発分野表」より主な１つをご記入ください。

２．申請企業の財務情報

	決算期

項目
	平成ｎ-2年00月期
	
	平成ｎ-1年00月期
	
	平成ｎ年00月期
	

	
	
	指数
	
	指数
	
	指数

	財政状態
	資本金
	A
	百万円
	100
	a
	百万円
	a/A×100
	a’
	百万円
	a’/A×100

	
	自己資本
	B
	百万円
	100
	b
	百万円
	b/B×100
	b’
	百万円
	b’/B×100

	
	総資産
	C
	百万円
	100
	c
	百万円
	c/C×100
	c’
	百万円
	c’/C×100

	経営状態
	売上高
	D
	百万円
	100
	d
	百万円
	d/D×100
	d’
	百万円
	d’/D×100

	
	経常利益
	E
	百万円
	100
	e
	百万円
	e/E×100
	e’
	百万円
	e’/E×100

	
	当期利益
	F
	百万円
	100
	f
	百万円
	f/F×100
	f’
	百万円
	f’/F×100

	財務比率分析
	自己資本比率
	B/C
	%
	b/c
	%
	b’/c’
	%

	
	経常利益率1
	E/D
	%
	e/d
	%
	e’/d’
	%

	
	経常利益率2
	E/C
	%
	e/c
	%
	e’/c’
	%

	
	研究開発費
	G
	百万円
	g
	百万円
	g’
	百万円

	
	(研究開発比率)
	G/D
	%
	g/d
	%
	g’/d’
	%

	
	配当率
	
	%
	
	%
	
	%

	特記事項
	


注）経常利益率１は対売上高、経常利益率２は対総資産、研究開発費率３は対売上高で記入ください。

注）配当率は年間配当金総額の株主資本に対する割合をご記入ください。
（様式８）

（他事業への申請状況）
１．ＪＳＴ事業への申請状況（本申請を除く）

※申請者（企業責任者・研究責任者）及び様式５の５.実施体制　１）参加者リストに記載の者が、現在、ＪＳＴから受けている助成金等（現在申込中のものを含む）、過去に受けた助成金等（３年以内）がある場合は、本申請と重複した内容かどうかにかかわらず、「有」にチェックし、その事業名、課題名、実施期間、予算規模、申請代表者名、今回の申請に関連する参加者名、今回の申請課題との関連を正確に記入してください。複数ある場合は枠を適宜追加してください。

なお、過去に受けた助成金等については、本申請と重複した内容（発展･派生した内容を本申請とする場合を含む）の場合は、過去10年以内のものについて記載してください。
	JST事業への申請経験（本申請を除く）
	有　･　無　いずれか該当する方を記載

	申請状況
	申請中・実施中・終了済のいずれかを記載してください

	事業･制度名
	

	課題名
	

	実施期間
	20XX年00月
	～
	20XX年00月
	予算規模
	0,000,000
	千円[全体]

	申請代表者名
	

	関係する参加者とその分担額
	

	今回の申請課題との関連性と相違点
	


２．ＪＳＴ外の他事業への申請状況

※申請者（企業責任者・研究責任者）及び様式５の５.実施体制　１）参加者リストに記載の者が、現在、他制度（JST以外の国、自治体、独立行政法人、公益法人等による制度）から受けている助成金等（現在申込み中のものを含む）、過去に受けた助成金等（３年以内）がある場合は、本申請と重複した内容かどうかにかかわらず、その制度の実施機関名、制度（事業）名、課題名、実施期間（予定含む）、予算規模、申請代表者名、今回の申請に関連する参加者名、今回の申請課題との関連を正確に記入してください。複数ある場合は枠を適宜追加してください。

なお、過去に受けた助成金等については、本申請と重複した内容（発展･派生した内容を本申請とする場合を含む）の場合は、過去10年以内のものについて記載してください。

	JST外の他事業への申請経験
	有　･　無　いずれか該当する方を記載

	申請状況
	申請中・実施中・終了済のいずれかを記載してください

	配分機関名
	

	事業･制度名
	

	課題名
	

	実施期間
	20XX年00月
	～
	20XX年00月
	予算規模
	0,000,000
	千円[全体]

	申請代表者名
	

	関係する参加者とその分担額
	

	今回の申請課題との関連性と相違点
	


（様式９）
（倫理面への配慮）
○本様式は、組換えＤＮＡ実験、遺伝子治療臨床研究、特定胚を取り扱う研究、ヒトＥＳ細胞の研究、ヒトゲノム・遺伝子解析研究、疫学研究、臨床研究に該当する研究を計画している場合、法令・指針等に基づく適切な措置が講じられているか、倫理面・安全面において問題はないか等について判断するためのものです。以下の事項について１ページで記入してください。

（１）申請する課題の内容が、上記の研究に該当するとの疑義を受ける恐れがある場合、又これらに関連する研究が計画されている場合は、各指針等との関係、倫理面・安全の確保面において講じるべき措置と対応状況、特に問題がないと判断した場合には、その理由等について具体的に記入してください。
（２）動物その他を用いる計画がされている場合は、各指針等に基づく国の確認等の適合状況、動物等を科学上の利用に供する場合の配慮状況、特に問題がないと判断した場合には、その理由等について具体的に記入してください。
該当がない場合も、その旨を記入してください。
（様式１０）

（特殊用語等の説明）
	用語
	説明

	
	· 本申請書類で使用している業界用語、専門用語及び略語等の特殊用語のうち、研究を総合的に把握するうえで必要と思われるものについて、簡単な解説をわかりやすく記入してください。



	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


（別紙）基準額３００万円を超えて申請する場合のみ提出
基準額（３００万円）を超える理由

基準額３００万円を超えて申請する場合、その金額、使途、理由を明確に記載するとともに、それによりどのような効果が期待できるかを１ページで記載してください。

◎





●





●








- 14 -

